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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力されるデータに基づいて、送信信号を生成して出力する送信回路であって、
　前記データを信号処理することによって得られる振幅成分および位相成分に基づいて、
振幅信号および角度変調信号を生成する信号生成部と、
　所定の特性に基づいて、前記振幅信号に対して波形整形処理を行う補償フィルタと、
　前記補償フィルタで波形整形処理された信号の大きさに応じた信号を出力するレギュレ
ータと、
　前記角度変調信号を前記レギュレータから出力された信号で振幅変調して、変調信号と
して出力する振幅変調部とを備え、
　前記補償フィルタの特性は、前記レギュレータの入力と前記振幅変調部の出力との間の
伝達特性に対して、逆特性であることを特徴とする、送信回路。
【請求項２】
　前記信号生成部は、
　前記データを信号処理することによって得られる振幅成分および位相成分に基づいて、
前記振幅信号および位相信号を生成する極座標信号生成部と、
　前記位相信号を角度変調して、前記角度変調信号として出力する角度変調部とを含むこ
とを特徴とする、請求項１に記載の送信回路。
【請求項３】
　前記信号生成部は、
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　前記データを信号処理することによって、直交データであるＩ，Ｑ信号からなるベース
バンド信号を生成する直交信号生成部と、
　前記Ｉ，Ｑ信号をベクトル変調するベクトル変調部と、
　前記ベクトル変調部から出力された信号の包絡線成分を検波して、当該検波した包絡線
成分を前記振幅信号として出力する包絡線検波部と、
　前記ベクトル変調部から出力された信号の包絡線を所定の大きさに制限して、大きさが
制限された信号を前記角度変調信号として出力するリミッタとを含むことを特徴とする、
請求項１に記載の送信回路。
【請求項４】
　前記補償フィルタは、
　所定の特性に基づいて、前記振幅信号に対して波形整形処理を行うデジタルフィルタと
、
　前記デジタルフィルタから出力された信号をアナログ信号に変換するＤＡコンバータと
を含むことを特徴とする、請求項１に記載の送信回路。
【請求項５】
　前記補償フィルタは、
　前記振幅信号をアナログ信号に変換するＤＡコンバータと、
　所定の特性に基づいて、前記アナログ信号に対して波形整形処理を行なうアナログフィ
ルタとを含むことを特徴とする、請求項１に記載の送信回路。
【請求項６】
　前記レギュレータは、シリーズレギュレータであることを特徴とする、請求項１に記載
の送信回路。
【請求項７】
　前記レギュレータは、スイッチングレギュレータであることを特徴とする、請求項１に
記載の送信回路。
【請求項８】
　前記極座標信号生成部の出力に、前記振幅信号、および位相信号のうち少なくともいず
れかの信号を、前記レギュレータ、前記角度変調部及び前記振幅変調部の少なくともいず
れかで発生する歪みが抑制されるように補償する歪み補償部をさらに備えることを特徴と
する、請求項２に記載の送信回路。
【請求項９】
　前記信号生成部は、送信回路のベースバンドに基づいて設定される電力情報をさらに出
力し、
　前記レギュレータは、スイッチングレギュレータとシリーズレギュレータとを含み、
　前記スイッチングレギュレータは、前記電力情報によって制御された電圧を前記シリー
ズレギュレータに供給し、
　前記シリーズレギュレータは、前記スイッチングレギュレータから電圧が供給され、前
記補償フィルタで波形整形処理された信号の大きさに応じた信号を出力することを特徴と
する、請求項１に記載の送信回路。
【請求項１０】
　前記補償フィルタの伝達特性は、振幅信号の大きさによらず一定であることを特徴とす
る、請求項１に記載の送信回路。
【請求項１１】
　前記信号生成部は、送信回路のベースバンドに基づいて設定される電力情報をさらに出
力し、
　前記補償フィルタの伝達特性を、前記電力情報の大きさによって変化させることを特徴
とする、請求項１に記載の送信回路。
【請求項１２】
　通信機器であって、
　送信信号を生成する送信回路と、
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　前記送信回路で生成された送信信号を出力するアンテナとを備え、
　前記送信回路は、請求項１に記載の送信回路であることを特徴とする、通信機器。
【請求項１３】
　前記アンテナから受信した受信信号を処理する受信回路と、
　前記送信回路で生成された送信信号を前記アンテナに出力し、前記アンテナから受信し
た受信信号を前記受信回路に出力するアンテナ共用部とをさらに備えることを特徴とする
、請求項１２に記載の通信機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯電話や無線ＬＡＮ等の通信機器に用いられる送信回路に関し、より特定
的には、変調帯域が広い変調方式においても、低歪みかつ高効率に送信信号を出力する送
信回路、及びそれを用いた通信機器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、包絡線変動成分を含む変調信号を増幅する高周波電力増幅器には、包絡線変動成
分を線形に増幅するためにＡ級またはＡＢ級の線形増幅器が用いられていた。このような
線形増幅器は、線形性には優れている反面、常時直流バイアス成分に伴う電力を消費して
いるために、Ｃ級ないしＥ級等の非線形増幅器に比べて電力効率が低い。このため、この
ような高周波電力増幅器を、電池を電源とする携帯型の通信機器に適用した場合、高周波
電力増幅器の電力消費量が多いため、使用時間が短くなってしまうという問題点があった
。また、このような高周波電力増幅器を、大電力の送信回路を複数設置する無線システム
の基地局装置に適用した場合においては、装置の大型化や発熱量の増大を招いてしまうと
いう問題点があった。
【０００３】
　そこで、高効率に動作する送信回路として、ポーラ変調方式が適用された送信回路が従
来から提案されている。図２６は、ポーラ変調方式が適用された従来の送信回路５００の
構成を示すブロック図である。図２６において、従来の送信回路５００は、極座標信号生
成部５０１、角度変調部５０２、電源端子５０３、レギュレータ５０４、振幅変調部５０
５、及び出力端子５０６を備える。
【０００４】
　極座標信号生成部５０１は、振幅信号及び位相信号を生成する。振幅信号は、レギュレ
ータ５０４に入力される。レギュレータ５０４には、電源端子５０３から直流電圧が供給
されている。レギュレータ５０４は、入力された振幅信号に応じた電圧を振幅変調部５０
５に供給する。また、位相信号は、角度変調部５０２に入力される。角度変調部５０２は
、入力された位相信号を角度変調して角度変調信号を出力する。角度変調部５０２から出
力された角度変調信号は、振幅変調部５０５に入力される。振幅変調部５０５は、角度変
調信号をレギュレータ５０４から供給された電圧で振幅変調して、変調信号として出力す
る。この変調信号が、送信信号として出力端子５０６から出力される。
【０００５】
　また、ポーラ変調方式が適用された送信回路には、レギュレータ５０４や振幅変調部５
０５の非線形性によって、送信信号に歪みが生じることがある。ポーラ変調方式が適用さ
れた送信回路において、レギュレータ５０４や振幅変調部５０５の非線形性を、テーブル
を用いて補償する手法が従来から開示されている（例えば、特許文献１参照）。このよう
な手法を用いた従来の送信回路としては、例えば、図２７に示す送信回路６００がある。
図２７は、従来の送信回路６００の構成の一例を示すブロック図である。図２７において
、歪み補償部６０１は、送信信号に基づいて、レギュレータ５０４や振幅変調部５０５の
非線形性を補償するように、歪み補償テーブルを作成する。振幅制御部６０２、及び位相
制御部６０３は、歪み補償部６０１が作成した歪み補償テーブルに基づいて、振幅信号及
び位相信号を予め歪ませて、レギュレータ５０４及び振幅変調部５０５に入力する。
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【特許文献１】米国特許第６３６６１７７号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、近年、送信回路に求められる変調帯域が広帯域化しており、これによっ
て、レギュレータ５０４や振幅変調部５０５の周波数帯域が不足することが予想される。
例えば、従来の送信回路５００（図２６参照）においては、レギュレータ５０４や振幅変
調部５０５の周波数帯域が不十分な場合、送信信号が歪むなどの問題が発生していた。一
例として、送信回路５００において、レギュレータ５０４及び振幅変調部５０５の周波数
帯域が不十分な場合のシミュレーション結果を図２８に示す。ただし、変調信号には、シ
ンボル数５１２、オーバーサンプリング１２８倍、ルートレイズドフィルタα＝０．５、
シンボルレート３．８４ＭＨｚのπ／４シフトＱＰＳＫの変調波を用いるものとする。ま
た、レギュレータ５０４と振幅変調部５０５とを合わせた伝達特性を、カットオフ周波数
が２６．４ＭＨｚの１次の減衰特性を有する低域通過フィルタと同じにする。
【０００７】
　このときの隣接チャネル漏洩電力（ＡＣＰ）について、積分帯域幅を３．８４ＭＨｚと
し、５ＭＨｚ離調、及び１０ＭＨｚ離調のときの値を計算し、この結果を図２８に示して
いる。図２８において、横軸（すなわち、Ｄｅｌａｙ）は、位相信号と比べた振幅信号の
遅延時間であり、単位はサンプル数である。例えば、１サンプルの遅延は、２ｎｓに相当
する。また、－５ＭＨｚのＡＣＰとは、中心周波数より５ＭＨｚ周波数が小さい点のＡＣ
Ｐを表す。この結果から、経路の違いによる振幅信号と位相信号との遅延時間を調整して
も、ＡＣＰが十分小さくならず、また、離調が異なるＡＣＰで最適遅延時間が異なるため
、すべてのＡＣＰを小さくすることが困難であることが分かる。
【０００８】
　また、送信回路６００（図２７参照）は、レギュレータ５０４や振幅変調部５０５の非
線形性を補償しても、レギュレータ５０４や振幅変調部５０５の周波数帯域が不十分なこ
とによって発生する歪みを抑制することは困難である。
【０００９】
　それ故に、本発明の目的は、変調帯域が広い変調方式においても、低歪みかつ高効率に
動作する送信回路、及びそれを用いた通信機器を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の目的は、入力されるデータに基づいて、送信信号を生成して出力する送信回路
に向けられている。そして、上記目的を達成させるために、本発明の送信回路は、データ
を信号処理することによって得られる振幅成分および位相成分に基づいて、振幅信号およ
び角度変調信号を生成する信号生成部と、所定の特性に基づいて、振幅信号に対して波形
整形処理を行う補償フィルタと、補償フィルタで波形整形処理された信号の大きさに応じ
た信号を出力するレギュレータと、角度変調信号をレギュレータから出力された信号で振
幅変調して、変調信号として出力する振幅変調部とを備える。ただし、補償フィルタの特
性は、レギュレータの入力と振幅変調部の出力との間の伝達特性に対して、逆特性である
。
【００１１】
　好ましくは、信号生成部は、データを信号処理することによって得られる振幅成分およ
び位相成分に基づいて、振幅信号および位相信号を生成する極座標信号生成部と、位相信
号を角度変調して、角度変調信号として出力する角度変調部とを含む。
【００１２】
　また、信号生成部は、データを信号処理することによって、直交データであるＩ，Ｑ信
号からなるベースバンド信号を生成する直交信号生成部と、Ｉ，Ｑ信号をベクトル変調す
るベクトル変調部と、ベクトル変調部から出力された信号の包絡線成分を検波して、当該
検波した包絡線成分を振幅信号として出力する包絡線検波部と、ベクトル変調部から出力
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された信号の包絡線を所定の大きさに制限して、大きさが制限された信号を角度変調信号
として出力するリミッタとを含んでいてもよい。
【００１３】
　好ましくは、補償フィルタは、所定の特性に基づいて、振幅信号に対して波形整形処理
を行うデジタルフィルタと、デジタルフィルタから出力された信号をアナログ信号に変換
するＤＡコンバータとを含む。
【００１４】
　また、補償フィルタは、振幅信号をアナログ信号に変換するＤＡコンバータと、所定の
特性に基づいて、アナログ信号に対して波形整形処理を行なうアナログフィルタとを含む
ものであってもよい。
【００１５】
　好ましくは、レギュレータは、シリーズレギュレータである。これによって、送信回路
は、広帯域な信号を処理することができる。
【００１６】
　また、レギュレータは、スイッチングレギュレータであってもよい。これによって、送
信回路は、高効率な動作が可能となる。
【００１７】
　また、送信回路は、極座標信号生成部の出力に、振幅信号、および位相信号のうち少な
くともいずれかの信号を、レギュレータ、角度変調部及び振幅変調部の少なくともいずれ
かで発生する歪みが抑制されるように補償する歪み補償部をさらに備えてもよい。
【００１８】
　好ましくは、信号生成部は、ベースバンドに基づいて設定される電力情報をさらに出力
する。この場合、レギュレータは、スイッチングレギュレータとシリーズレギュレータと
を含む。スイッチングレギュレータは、電力情報によって制御された電圧をシリーズレギ
ュレータに供給する。シリーズレギュレータは、スイッチングレギュレータから供給され
た電圧で、補償フィルタで波形整形処理された信号の大きさに応じた信号を出力する。こ
れによって、送信回路は、シリーズレギュレータでの損失を小さくし、消費電力を低減す
ることができる。
【００１９】
　好ましくは、補償フィルタの伝達特性は、振幅信号の大きさによらず一定である。ただ
し、信号生成部が、ベースバンドに基づいて設定される電力情報をさらに出力する場合に
は、補償フィルタの伝達特性を、電力情報の大きさによって変化させてもよい。これによ
って、送信回路は、振幅変調部が出力する送信信号の電力の大きさに関わらず、レギュレ
ータ及び振幅変調部の周波数帯域が不十分なことによって発生する歪みを抑制することが
できる。
【００２０】
　また、本発明は、上述した送信回路を備える通信機器にも向けられている。通信機器は
、送信信号を生成する送信回路と、送信回路で生成された送信信号を出力するアンテナと
を備える。また、通信機器は、アンテナから受信した受信信号を処理する受信回路と、送
信回路で生成された送信信号をアンテナに出力し、アンテナから受信した受信信号を受信
回路に出力するアンテナ共用部とをさらに備えてもよい。
【発明の効果】
【００２１】
　以上のように、本発明によれば、補償フィルタが、信号生成部が出力する振幅信号を、
レギュレータの入力から振幅変調部の出力までの伝達特性と逆特性になるように補償する
ことで、レギュレータ及び振幅変調部の周波数帯域が不十分なことによって発生する歪み
を抑制する。これによって、送信回路は、変調帯域が広い変調方式においても、低歪みか
つ高効率に送信信号を出力することができる。
【００２２】
　また、送信回路は、角度変調部、レギュレータ、及び振幅変調部の少なくともいずれか
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の非線形を補償する歪み補償部をさらに備える。これによって、送信回路は、歪み補償部
が、角度変調部、レギュレータ、及び振幅変調部の少なくともいずれかの非線形を補償し
、補償フィルタが、レギュレータ及び振幅変調部の周波数帯域が不十分なことによって発
生する歪みを抑制するので、より低歪みな送信信号を出力することができる。
【００２３】
　また、本発明の通信機器によれば、上述した送信回路を用いることで、広い帯域幅で出
力信号の精度を確保しつつ、小型かつ高効率に動作することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　（第１の実施形態）
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る送信回路１の構成の一例を示すブロック図であ
る。図１において、送信回路１は、信号生成部１１、補償フィルタ１２、電源端子１３、
レギュレータ１４、振幅変調部１５、及び出力端子１６を備える。信号生成部１１は、入
力データを信号処理することによって得られる振幅成分及び位相成分に基づいて、振幅信
号Ｍ及び角度変調信号Ｓθを出力する。振幅信号Ｍは、補償フィルタ１２で波形整形処理
された後、レギュレータ１４に入力される。レギュレータ１４は、入力された振幅信号に
よって制御された信号を出力する。典型的には、レギュレータ１４は、入力された振幅信
号の大きさに比例した信号を出力する。レギュレータ１４が出力した信号は、振幅変調部
１５に入力される。
【００２５】
　角度変調信号Ｓθは、振幅変調部１５に入力される。振幅変調部１５は、角度変調信号
Ｓθをレギュレータ１４から入力された信号で振幅変調して、角度変調及び振幅変調され
た変調信号として出力する。変調信号は、出力端子１６から送信信号として出力される。
【００２６】
　次に、信号生成部１１、レギュレータ１４、振幅変調部１５、及び補償フィルタ１２の
順に、各構成の詳細について説明する。
【００２７】
　信号生成部１１は、例えば、極座標信号を生成する極座標信号生成部を用いて構成する
ことができる。図２は、極座標信号生成部を用いて構成した信号生成部１１ａの一例を示
すブロック図である。図２において、信号生成部１１ａは、極座標信号生成部１１１、角
度変調部１１２、出力端子１１３、及び出力端子１１４を含む。極座標信号生成部１１１
は、入力データを変調して、振幅信号Ｍと位相信号θとを生成する。振幅信号Ｍは、出力
端子１１３から出力される。位相信号θは、角度変調部１１２で角度変調された後、角度
変調信号Ｓθとして、出力端子１１４から出力される。
【００２８】
　また、信号生成部１１は、例えば、直交信号を生成する直交信号生成部を用いて構成し
てもよい。図３は、直交信号生成部を用いて構成した信号生成部１１ｂの一例を示すブロ
ック図である。図３において、信号生成部１１ｂは、直交信号生成部１１５、ベクトル変
調部１１６、包絡線検波部１１７、リミッタ１１８、出力端子１１３、及び出力端子１１
４を含む。直交信号生成部１１５は、直交データであるＩ，Ｑ信号からなるベースバンド
信号を生成する。Ｉ，Ｑ信号は、ベクトル変調部１１６に入力される。ベクトル変調部１
１６は、Ｉ，Ｑ信号をベクトル変調する。ベクトル変調部１１６には、例えば、直交変調
器が用いられる。
【００２９】
　ベクトル変調部１１６から出力された信号は、包絡線検波部１１７及びリミッタ１１８
に入力される。包絡線検波部１１７は、ベクトル変調部１１６から出力された信号の包絡
線成分を検波し、検波した包絡線成分を振幅信号Ｍとして、出力端子１１３から出力する
。リミッタ１１８は、ベクトル変調部１１６から出力された信号の包絡線成分を一定の大
きさに制限し、大きさを制限した信号を角度変調信号Ｓθとして、出力端子１１４から出
力する。
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【００３０】
　レギュレータ１４は、例えば、電圧駆動型のシリーズレギュレータで構成することがで
きる。図４は、シリーズレギュレータ１４ａの構成の一例を示すブロック図である。図４
において、シリーズレギュレータ１４ａは、入力端子１４１、比較部１４２、電源端子１
４３、トランジスタ１４４、及び出力端子１４５を含む。ここでは、トランジスタ１４４
を電界効果トランジスタとする。入力端子１４１には、補償フィルタ１２を介して振幅信
号が入力される。振幅信号は、比較部１４２を介してトランジスタ１４４のゲート端子に
入力される。トランジスタ１４４のドレイン端子には、電源端子１４３から直流電圧が供
給されている。
【００３１】
　トランジスタ１４４は、入力された振幅信号の大きさに比例した電圧をソース端子から
出力する。トランジスタ１４４のソース端子から出力された電圧は、比較部１４２にフィ
ードバックされる。比較部１４２は、フィードバックされた電圧に基づいて、トランジス
タ１４４のゲート端子に入力される振幅信号の大きさを調整する。このようにして、シリ
ーズレギュレータ１４ａは、振幅信号の大きさに応じて制御された電圧を出力端子１４５
から安定して供給することができる。なお、トランジスタ１４４は、バイポーラトランジ
スタであっても同様の効果が得られる。
【００３２】
　また、レギュレータ１４は、例えば、電圧駆動型のスイッチングレギュレータで構成す
ることができる。図５は、スイッチングレギュレータ１４ｂの構成の一例を示すブロック
図である。図５において、スイッチングレギュレータ１４ｂは、入力端子１４１、電源端
子１４３、信号変換部１４６、増幅部１４７、ローパスフィルタ１４８及び出力端子１４
５を含む。入力端子１４１には、補償フィルタ１２を介して振幅信号が入力される。振幅
信号は、信号変換部１４６に入力される。信号変換部１４６は、入力された振幅信号をＰ
ＷＭやデルタシグマ変調された信号に変換する。信号変換部１４６で変換された信号は、
増幅部１４７に入力される。増幅部１４７は、入力された信号を増幅して出力する。なお
、増幅部１４７には、電源端子１４３から直流電圧が供給されている。増幅部１４７には
、Ｄ級アンプなどの高効率スイッチングアンプが用いられる。
【００３３】
　増幅部１４７が出力した信号は、ローパスフィルタ１４８に入力される。ローパスフィ
ルタ１４８は、増幅部１４７が出力した信号から量子化雑音やスイッチング雑音などのス
プリアス成分を除去する。ローパスフィルタ１４８でスプリアス成分が除去された信号は
、振幅信号の大きさに応じて制御された電圧として、出力端子１４５から出力される。な
お、スイッチングレギュレータ１４ｂは、出力する電圧を安定化させるために、ローパス
フィルタ１４８から出力される信号を、信号変換部１４６にフィードバックしてもよい。
送信回路１は、レギュレータ１４に高効率なスイッチングレギュレータ１４ｂを用いるこ
とで、送信回路としての消費電力を低減することができる。
【００３４】
　また、レギュレータ１４は、例えば、電流駆動型のレギュレータで構成することができ
る。図６は、電流駆動型のレギュレータ１４ｃの構成の一例を示すブロック図である。図
６において、電流駆動型のレギュレータ１４ｃは、入力端子１４１、電源端子１４３、可
変電流源１４９、トランジスタ１４４ｘ、トランジスタ１４４ｙ、及び出力端子１４５を
含む。入力端子１４１には、補償フィルタ１２を介して振幅信号が入力される。電源端子
１４３には、直流電圧が供給されている。入力された振幅信号は、可変電流源１４９、ト
ランジスタ１４４ｘ、及びトランジスタ１４４ｙを介して、振幅信号の大きさに応じて制
御された電流として、出力端子１４５から出力される。このような電流駆動型のレギュレ
ータ１４ｃは、振幅変調部１５がバイポーラトランジスタで構成されているときに有用で
ある。なお、トランジスタ１４４ｘ、及びトランジスタ１４４ｙは、電界効果トランジス
タであっても、バイポーラトランジスタであっても同様の効果が得られる。
【００３５】
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　振幅変調部１５は、例えば、図７に示すように構成することができる。図７は、振幅変
調部１５ａの構成の一例を示すブロック図である。図７において、振幅変調部１５ａは、
入力端子１５１、整合回路１５２、バイアス回路１５３、電源端子１５４、トランジスタ
１５５、バイアス回路１５６、入力端子１５７、整合回路１５８、及び出力端子１５９を
含む。ここでは、トランジスタ１５５をバイポーラトランジスタとする。入力端子１５１
には、信号生成部１１から角度変調信号Ｓθが入力される。角度変調信号Ｓθは、整合回
路１５２を介して、トランジスタ１５５のベース端子に入力される。
【００３６】
　また、電源端子１５４には、直流電圧が印加されている。すなわち、トランジスタ１５
５のベース端子には、電源端子１５４、及びバイアス回路１５３を介して、バイアス電圧
が供給される。入力端子１５７には、レギュレータ１７から振幅信号の大きさに応じて制
御された信号が入力される。振幅信号の大きさに応じて制御された信号は、バイアス回路
１５６を介して、トランジスタ１５５のコレクタ端子に入力される。トランジスタ１５５
は、角度変調信号Ｓθを振幅信号の大きさに応じて制御された信号によって振幅変調して
、角度変調及び振幅変調された変調信号として出力する。
【００３７】
　トランジスタ１５５から出力された変調信号は、整合回路１５８を介して、出力端子１
５９から出力される。なお、トランジスタ１５５は、電界効果トランジスタであっても同
様の効果が得られる。また、振幅変調部１５ａは、電源端子１５４と、入力端子１５７と
に入力される信号を入替えてもよく、この場合も、同様の効果を得ることができる。
【００３８】
　なお、振幅変調部１５は、上述した振幅変調部１５ａとは異なる構成であってもよい。
図８は、振幅変調部１５ｂの構成の一例を示すブロック図である。図８において、振幅変
調部１５ｂは、基本的には、振幅変調部１５ａ（図７参照）を直列に２つ接続した構成で
ある。トランジスタ１５５のベース端子には、バイアス回路１５３を介して、電源端子１
５４からバイアス電圧が供給される。トランジスタ１６１のベース端子には、バイアス回
路１６５を介して、電源端子１６０からバイアス電圧が供給される。
【００３９】
　トランジスタ１５５のコレクタ端子には、端子１６４、及びバイアス回路１５６を介し
て、レギュレータ１７から振幅信号の大きさに応じて制御された信号が入力される。また
、トランジスタ１６１のコレクタ端子には、端子１６４、及びバイアス回路１６２を介し
て、レギュレータ１７から振幅信号の大きさに応じて制御された信号が入力される。この
構成によって、振幅変調部１５ｂは、図７に示した振幅変調部１５ａと比較して、より大
きなダイナミックレンジを持った信号を出力することができる。なお、振幅変調部１５ａ
、１５ｂにおいて、トランジスタをバイポーラトランジスタとしたが、電界効果トランジ
スタとしても同様の効果が得られる。
【００４０】
　次に、補償フィルタ１２の詳細について説明する。補償フィルタ１２は、振幅信号Ｍを
波形整形処理することで、レギュレータ１４及び振幅変調部１５の周波数帯域が不十分な
ことによって発生する歪み（以下、このような歪みを周波数特性と記す）を補償する。こ
こで、補償フィルタ１２の設計方法について説明する。
【００４１】
　補償フィルタ１２を設計するには、まず、レギュレータ１４の入力から振幅変調部１５
の出力までの間の伝達特性Ｈ（ｓ）を求める必要がある。この伝達特性Ｈ（ｓ）は、レギ
ュレータ１４への入力信号Ｘ（ｓ）と、振幅変調部１５からの出力信号の包絡線成分Ｙ（
ｓ）とを用いて、式（１）によって定義される。
　　Ｈ（ｓ）＝Ｙ（ｓ）／Ｘ（ｓ）　　・・・式（１）
【００４２】
　図９は、レギュレータ１４の入力から振幅変調部１５の出力までの間の伝達特性Ｈ（ｓ
）を求める方法を説明する図である。図９において、信号源１７１、１７２から正弦波信
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号が出力される。ここで、信号源１７１が出力する正弦波信号の周波数は、信号生成部１
１（図１参照）が出力する角度変調信号Ｓθの中心周波数と等しく設定される。また、信
号源１７２が出力する正弦波信号の周波数は、信号生成部１１（図１参照）が出力する振
幅信号Ｍが有する周波数のいずれかを含むように設定される。なお、信号源１７２から出
力される信号としては、ステップ信号などを用いてもよい。
【００４３】
　信号源１７１から出力された正弦波信号は、振幅変調部１５に入力される。一方、信号
源１７２から出力された正弦波信号は、レギュレータ１４で増幅された後、振幅変調部１
５に入力される。振幅変調部１５は、信号源１７１から出力された正弦波信号を、レギュ
レータ１４を介して入力された正弦波信号で振幅変調して、変調信号として出力する。包
絡線検波部１７３は、振幅変調部１５から出力された変調信号の包絡線成分を検波し、検
波した包絡線成分を包絡線信号Ｙ（ｓ）として、オシロスコープ１７４に出力する。なお
、包絡線検波部１７３には、伝達特性が既知のものが用いられる。
【００４４】
　また、オシロスコープ１７４には、レギュレータへの入力信号Ｘ（ｓ）として、信号源
１７２から正弦波信号が入力される。すなわち、オシロスコープ１７４によって、包絡線
信号Ｙ（ｓ）を測定し、レギュレータへの入力信号Ｘ（ｓ）の周波数をスイープすること
によって、レギュレータ１４の入力から包絡線検波部１７３の出力までの伝達特性Ｈ１（
ｓ）を求めることができる。ここで、包絡線検波部１７３の伝達特性をＨ２（ｓ）とする
と、レギュレータ１４の入力から振幅変調部１５の出力までの伝達特性Ｈ（ｓ）は、式（
２）で表すことができる。
　　Ｈ（ｓ）＝Ｈ１（ｓ）／Ｈ２（ｓ）　・・・式（２）
【００４５】
　ここで、伝達特性Ｈ（ｓ）が、１次の伝達特性を有する場合、補償フィルタ１２は、式
（３）を満たすように設計される。ただし、ω0はカットオフ周波数を表す定数であり、
ｓ＝ｊωである。
　　Ｈ（ｓ）＝１／（１＋ｓ／ω0）　・・・式（３）
【００４６】
　補償フィルタ１２は、例えば、デジタルフィルタを用いて構成することができる。図１
０は、デジタルフィルタを用いて構成された補償フィルタ１２ａの一例を示すブロック図
である。図１０において、補償フィルタ１２ａは、入力端子１２１、デジタルフィルタ１
２２、ＤＡコンバータ１２３、及び出力端子１２４を含む。補償フィルタ１２ａは、入力
端子１２１を介して入力された振幅信号Ｍを、デジタルフィルタ１２２で補償し、ＤＡコ
ンバータ１２３でアナログ信号に変換して、出力端子１２４から出力する。
【００４７】
　式（３）をデジタル形式で表現する（すなわち、ｚの関数として表現する）と、式（４
）で表すことができる。ここで、Ｔはクロック周波数の逆数である。
　　Ｈ（ｚ）＝（１－ｅｘｐ（－ω0Ｔ））／（１－ｅｘｐ（－ω0Ｔ）・ｚ-1）　・・・
式（４）
【００４８】
　補償フィルタ１２ａの伝達特性Ｈｃ（ｚ）は、レギュレータ１４の入力から振幅変調部
１５の出力までの伝達特性Ｈ（ｚ）と逆特性となるので、式（５）で表すことができる。
第１の実施形態に係る補償フィルタ１２ａの伝達特性Ｈｃ（ｚ）は、式（５）に示すよう
に、振幅信号Ｍの大きさによらず一定である。
　　Ｈｃ（ｚ）＝Ｈ（ｚ）-1

　　　　　　　＝（１－ｅｘｐ（－ω0Ｔ）・ｚ―1）／（１－ｅｘｐ（－ω0Ｔ））　・
・・式（５）
【００４９】
　また、この補償フィルタ１２ａは、図１１に示すＦＩＲフィルタによって表すことがで
きる。図１１は、ＦＩＲフィルタの構成の一例を示すブロック図である。図１１に示すＦ
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ＩＲフィルタは、入力端子１２２１、遅延素子１２２２、乗数器（掛算器）１２２３、１
２２４、加算器１２２５、及び出力端子１２２６から構成される。図１１において、乗数
器１２２３、１２２４の係数ｂ0、ｂ1は、式（６）及び式（７）で表すことができる。
　　ｂ0＝１－ｅｘｐ（－ω0Ｔ）・ｚ-1　　・・・式（６）
　　ｂ1＝ｅｘｐ（－ω0Ｔ）／（１－ｅｘｐ（－ω0Ｔ））　・・・式（７）
【００５０】
　図１２は、送信回路１において、図２８と同様の条件で、ＦＩＲフィルタのクロック周
波数を変化させたときのシミュレーション結果を示す図である。ただし、図１２では、振
幅信号と位相信号との間の遅延時間は最適に調整されている（すなわち、Ｄｅｌａｙ＝０
である）ものとする。図１２に示すように、送信回路１は、低いクロック周波数において
も、補償フィルタ１２を用いることで、歪みを大きく低減できることがわかる。
【００５１】
　また、補償フィルタ１２は、例えば、アナログ回路を用いて構成してもよい。この場合
も、補償フィルタ１２は、レギュレータ１４の入力から振幅変調部１５の出力までの伝達
特性Ｈ（ｓ）と逆特性になるように設計される。図１３は、アナログ回路を用いて構成さ
れた補償フィルタ１２ｂの一例を示すブロック図である。図１３において、補償フィルタ
１２ｂは、入力端子１２１、ＤＡコンバータ１２５、アナログフィルタ１２６、及び出力
端子１２４を含む。補償フィルタ１２ｂは、入力端子１２１を介して入力された振幅信号
Ｍを、ＤＡコンバータ１２５でアナログ信号に変換した後、アナログフィルタ１２６で補
償し、出力端子１２４から出力する。
【００５２】
　以上のように、本発明の第１の実施形態に係る送信回路１によれば、補償フィルタ１２
が、信号生成部１１が出力する振幅信号を、レギュレータ１４の入力から振幅変調部１５
の出力までの伝達特性と逆特性になるように補償することで、レギュレータ５０４及び振
幅変調部５０５の周波数帯域が不十分なことによって発生する歪みを抑制する。これによ
って、送信回路は、変調帯域が広い変調方式においても、低歪みかつ高効率に動作するこ
とができる。
【００５３】
　また、スイッチングレギュレータとシリーズレギュレータとを比較すると、一般的に、
スイッチングレギュレータには、高効率であるという利点があるが、帯域が狭いという欠
点がある。しかしながら、送信回路１は、補償フィルタ１２を用いることで、帯域が狭く
ても低歪みに動作することから、従来はシリーズレギュレータでなければ変調帯域が確保
できなかった場合も、高効率なスイッチングレギュレータを適用することができる。これ
によって、送信回路１は、低消費電力をより低減することができる。
【００５４】
　（第２の実施形態）
　図１４Ａは、本発明の第２の実施形態に係る送信回路２の構成の一例を示すブロック図
である。図１４Ａにおいて、送信回路２は、信号生成部１１ｃの構成が第１の実施形態と
異なる。信号生成部１１ｃは、極座標信号生成部１１１、歪み補償部１１９、及び角度変
調部１１２を含む。図１４Ａにおいて、歪み補償部１１９は、極座標信号生成部１１１で
生成された振幅信号Ｍ１及び位相信号θ１を、レギュレータ１４、角度変調部１１２及び
振幅変調部１５の少なくともいずれかで発生する歪みが抑制されるように補償する。
【００５５】
　具体的には、歪み補償部１１９は、補償フィルタ１２中のＤＡＣへの入力信号に対する
振幅変調部１５から出力される送信信号の包絡線の大きさ（ＡＭ／ＡＭ特性）、および補
償フィルタ１２中のＤＡＣへの入力信号に対する振幅変調部１５の入出力間の位相差（Ａ
Ｍ／ＰＭ特性）と逆特性となるように、歪み補償テーブルを元に、予め入力された信号を
歪ませる。
【００５６】
　図１４Ａにおいて、極座標信号生成部１１１は、振幅信号Ｍ１及び位相信号θ１を出力
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する。振幅信号Ｍ１及び位相信号θ１は、歪み補償部１１９に入力される。歪み補償部１
１９は、予め作成しておいた歪み補償テーブルに基づいて、振幅信号Ｍ１及び位相信号θ
１を補償し、振幅信号Ｍ２及び位相信号θ２を出力する。以降の動作は、第１の実施形態
と同様である。すなわち、振幅信号Ｍ２は、補償フィルタ１２に入力され、波形整形処理
された後、レギュレータ１４に入力される。位相信号θ２は、角度変調部１１２に入力さ
れ、角度変調された後、振幅変調部１５に入力される。
【００５７】
　以下に、歪み補償部１１９における歪み補償テーブルの作成方法について説明する。歪
み補償テーブルは、送信回路２の設計時に作成される。まず、歪み補償部１１９は、角度
変調部１１２に一定の位相θ２（例えば、θ２＝０）を入力する。また、歪み補償部１１
９は、補償フィルタ１２に一定の大きさの振幅信号Ｍ２を入力する。歪み補償部１１９は
、このときの振幅変調部１５から出力される変調信号の包絡線の大きさ（以下、振幅信号
Ｍ３とする）、及び変調信号の位相成分（以下、位相信号θ３とする）を測定する。歪み
補償部１１９は、補償フィルタ１２に入力する振幅信号Ｍ２の大きさを変えてこれを繰り
返す。このときの特性が図１５Ａ、及び図１５Ｂのようになったとする。
【００５８】
　このような場合、歪み補償部１１９は、図１５Ａ及び図１５Ｂで示した特性と逆特性と
なるように（すなわち、図１６Ａ及び図１６Ｂで示す特性となるように）、振幅信号Ｍ１
及び位相信号θ１を歪ませる歪み補償テーブルを作成する。これによって、歪み補償部１
１９は、送信回路２の特性を、図１７Ａ及び図１７Ｂに示すような線形特性にすることが
できる。
【００５９】
　なお、第２の実施形態に係る送信回路２は、図１４Ａとは異なる構成であってもよい。
例えば、第２の実施形態に係る送信回路２は、図１４Ｂに示すように構成することができ
る。図１４Ｂにおいて、送信回路２ｂは、信号生成部１１の後段に、歪み補償部１１９を
備える。
【００６０】
　以上のように、本発明の第２の実施形態に係る送信回路２によれば、歪み補償部１１９
が、角度変調部１１２、レギュレータ１４、及び振幅変調部１５の少なくともいずれかの
非線形を補償し、補償フィルタ１２が、レギュレータ１４及び振幅変調部１５の周波数帯
域が不十分なことによって発生する歪みを抑圧するので、より低歪みな送信信号を出力す
ることができる。
【００６１】
　（第３の実施形態）
　図１８は、本発明の第３の実施形態に係る送信回路３の構成の一例を示すブロック図で
ある。図１８において、送信回路３は、第１の実施形態に係る送信回路１と比較して、信
号生成部１ｃと、レギュレータ１４ｄとが異なる。信号生成部１１ｃは、第１の実施形態
に係る信号生成部１と比較して、さらにベースバンドに基づいて設定される電力情報Ｐを
出力する。レギュレータ１４ｄは、シリーズレギュレータ１４ａ、及びスイッチングレギ
ュレータ１４ｂを含む。シリーズレギュレータ１４ａは、例えば、図４に示す構成である
。スイッチングレギュレータ１４ｂは、例えば、図５に示す構成である。
【００６２】
　電力情報Ｐは、例えば、Ｗ－ＣＤＭＡシステムの場合、基地局によって制御される。す
なわち、送信すべき電力が基地局から送信回路３に送られる。送信回路３は、この基地局
から送られた電力に基づいて、電力情報Ｐを決定する。電力情報Ｐは、スイッチングレギ
ュレータ１４ｂに入力される。スイッチングレギュレータ１４ｂには、電源端子１３から
直流電圧が供給されている。スイッチングレギュレータ１４ｂは、電力情報Ｐによって制
御された電圧をシリーズレギュレータ１４ａに供給する。電力情報Ｐは、振幅信号Ｍと比
べて周波数が低いため、スイッチングレギュレータ１４ｂを高効率に動作させることがで
きる。なお、スイッチングレギュレータ１４ｂから出力される電圧は、シリーズレギュレ
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ータ１４ａから出力される電圧の最大値と同等か、少し高い電圧となるように設定される
。
【００６３】
　シリーズレギュレータ１４ａは、スイッチングレギュレータ１４ｂから供給される電圧
が最適に制御されているため、高効率に動作することができる。このため、送信回路３は
、シリーズレギュレータ１４ａとスイッチングレギュレータ１４ｂとを組み合わせたレギ
ュレータ１４ｄを用いることで、シリーズレギュレータ１４ａでの損失を小さくし、消費
電力を低減することができる。また、送信回路３は、補償フィルタ１２が、シリーズレギ
ュレータ１４ａ及び振幅変調部１５の周波数特性を補償するので、送信信号の線形性を高
めることができる。
【００６４】
　なお、送信回路３は、上述した歪み補償部１７をさらに備えてもよい。図１９は、歪み
補償部１７を備える送信回路３ｂの構成の一例を示すブロック図である。図１９において
、送信回路３ｂは、歪み補償部１７が、シリーズレギュレータ１４ａ、及び振幅変調部１
５の少なくともいずれかの非線形性を補償するので、さらに、送信信号の線形性を高める
ことができる。
【００６５】
　（第４の実施形態）
　図２０は、本発明の第４の実施形態に係る送信回路４の構成の一例を示すブロック図で
ある。図２０において、送信回路４は、信号生成部１１ｃ、補償フィルタ１２ｃ、電源端
子１３、レギュレータ１４、振幅変調部１５、及び出力端子１６を備える。補償フィルタ
１２ｃには、信号生成部１１ｃから出力された電力情報Ｐが入力される。振幅変調部１５
が出力する送信信号の電力の大きさによっては、レギュレータ１４から振幅変調部１５ま
での伝達特性は変化する場合がある。このため、送信回路４は、信号生成部１１ｃから出
力された電力情報Ｐの大きさに応じて、補償フィルタ１２ｃの特性を最適に制御する。
【００６６】
　図２１は、補償フィルタ１２ｃの詳細な構成の一例を示すブロック図である。図２１に
おいて、補償フィルタ１２ｃは、入力端子１２１、デジタルフィルタ１２２、ＤＡコンバ
ータ１２３、制御部１２７、及び出力端子１２８を含む。入力端子１２１には、振幅信号
Ｍが入力される。補償フィルタ１２ｃは、入力端子１２１を介して入力された振幅信号Ｍ
を、デジタルフィルタ１２２で補償し、ＤＡコンバータ１２３でアナログ信号に変換して
、出力端子１２４から出力する。また、入力端子１２８には、電力情報Ｐが入力される。
制御部１２７には、電力情報Ｐとデジタルフィルタ１２２のタップ係数とを対応付けたテ
ーブルが格納されている。制御部１２７は、入力された電力情報Ｐとこのテーブルとに基
づいて、デジタルフィルタ１２２のタップ係数を制御する。これによって、送信回路４は
、振幅変調部１５が出力する送信信号の電力の大きさに関わらず、レギュレータ１４及び
振幅変調部１５の周波数帯域が不十分なことによって発生する歪みを抑制することができ
る。
【００６７】
　なお、送信回路４は、補償フィルタ１２ｃを可変容量コンデンサを有するアナログフィ
ルタで構成してもよい。この場合、制御部１２７には、電力情報Ｐと可変容量コンデンサ
の容量とを対応付けたテーブルが格納される。制御部１２７は、入力された電力情報Ｐと
このテーブルとに基づいて、デジタルフィルタ１２２の可変容量コンデンサの容量を制御
する。
【００６８】
　また、送信回路４は、電力情報Ｐの代わりに、振幅変調部１５が出力する送信信号の包
絡線の大きさに基づいて、補償フィルタ１２の特性を最適化してもよい。図２２は、送信
信号の包絡線の大きさに基づいて、補償フィルタ１２の特性を最適化する送信回路４ｂの
構成の一例を示すブロック図である。図２２において、送信回路４ｂは、包絡線検波部１
８、及び演算部１９をさらに備える。包絡線検波部１８は、振幅変調部１５が出力する送
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信信号の包絡線の大きさを検波する。演算部１９は、検波された送信信号の包絡線の大き
さに基づいて、補償フィルタ１２ｃの係数を更新する。
【００６９】
　また、送信回路４ｂは、電源をオンしたときにテスト信号を生成し、テスト信号によっ
て、系の伝達特性を検出し、補償フィルタ１２の係数を更新してもよい。テスト信号とし
ては、ステップ信号や、インパルス信号などを用いることができる。
【００７０】
　これによっても、送信回路４ｂは、振幅変調部１５が出力する送信信号の電力の大きさ
に関わらず、レギュレータ１４及び振幅変調部１５の周波数帯域が不十分なことによって
発生する歪みを抑制することができる。また、送信回路４ｂは、振幅変調部１５から出力
された送信信号の包絡線の大きさに基づいて、補償フィルタ１２の特性を最適化するので
、経年劣化によって発生する歪みを抑制することができる。また、送信回路４ｂは、必要
なときに補償フィルタ１２の係数を更新するので、補償フィルタ１２で使用するメモリ量
を低減することができる。
【００７１】
　また、送信回路４は、上述した歪み補償部１７をさらに備えてもよい。図２３は、歪み
補償部１７を備える送信回路４ｃの構成の一例を示すブロック図である。図２３において
、送信回路４ｃは、歪み補償部１７が、レギュレータ１４、及び振幅変調部１５の少なく
ともいずれかの非線形性を補償するので、さらに、送信信号の線形性を高めることができ
る。
【００７２】
　なお、上述した第１～４の実施形態に係る送信回路は、振幅変調部１５の温度に応じて
、補償フィルタ１２の特性を最適化してもよい。図２４は、振幅変調部１５の温度に応じ
て、補償フィルタ１２の特性を最適化する送信回路１ｂの構成の一例を示すブロック図で
ある。図２４において、送信回路１ｂは、温度測定部２０、及び演算部２１をさらに備え
る。温度測定部２０は、振幅変調部１５の温度を測定する。なお、温度測定部２０は、振
幅変調部１５の近傍に設置されてもよいし、振幅変調部１５を構成するトランジスタと同
一チップ上に実装されてもよい。演算部２１は、温度測定部２０が測定した振幅変調部１
５の温度に応じて、補償フィルタ１２の特性を最適化する。これによって、送信回路は、
振幅変調部１５の温度が変化しても、レギュレータ１４及び振幅変調部１５の周波数帯域
が不足することによって発生する歪みを抑制することができる。
【００７３】
　（第５の実施形態）
　図２５は、本発明の第５の実施形態に係る通信機器の構成の一例を示すブロック図であ
る。図２５を参照して、第５の実施形態に係る通信機器２００は、送信回路２１０、受信
回路２２０、アンテナ共用部２３０、及びアンテナ２４０を備える。送信回路２１０は、
上述した第１～４のいずれかに記載の送信回路である。アンテナ共用部２３０は、送信回
路２１０から出力された送信信号をアンテナ２４０に伝達し、受信回路２２０に送信信号
が漏れるのを防ぐ。また、アンテナ共用部２３０は、アンテナ２４０から入力された受信
信号を受信回路２２０に伝達し、受信信号が送信回路２１０に漏れるのを防ぐ。
【００７４】
　従って、送信信号は、送信回路２１０から出力され、アンテナ共用部２３０を介してア
ンテナ２４０から空間に放出される。受信信号は、アンテナ２４０で受信され、アンテナ
共用部２３０を介して受信回路２２０で受信される。第５の実施形態に係る通信機器２０
０は、第１～４の実施形態に係る送信回路を用いることで、送信信号の線形性を確保しつ
つ、かつ無線装置としての低歪みを実現することができる。また、送信回路２１０の出力
に方向性結合器などの分岐がないため、送信回路２１０からアンテナ２４０までの損失を
低減することが可能であり、送信時の消費電力を低減することができ、無線通信機器とし
て、長時間の使用が可能となる。なお、通信機器２００は、送信回路２１０とアンテナ２
４０とのみを備えた構成であってもよい。
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【産業上の利用可能性】
【００７５】
　本発明に係る送信回路は、携帯電話や無線ＬＡＮなどの通信機器等に適用することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る送信回路の構成の一例を示すブロック図
【図２】極座標信号生成部を用いて構成した信号生成部１１ａの一例を示すブロック図
【図３】直交信号生成部を用いて構成した信号生成部１１ｂの一例を示すブロック図
【図４】シリーズレギュレータ１４ａの構成の一例を示すブロック図
【図５】スイッチングレギュレータ１４ｂの構成の一例を示すブロック図
【図６】電流駆動型のレギュレータ１４ｃの構成の一例を示すブロック図
【図７】振幅変調部１５ａの構成の一例を示すブロック図
【図８】振幅変調部１５ｂの構成の一例を示すブロック図
【図９】レギュレータ１４の入力から振幅変調部１５の出力までの間の伝達特性Ｈ（ｓ）
を求める方法を説明する図
【図１０】デジタルフィルタを用いて構成された補償フィルタ１２ａの一例を示すブロッ
ク図
【図１１】ＦＩＲフィルタの構成の一例を示すブロック図
【図１２】ＦＩＲフィルタのクロック周波数を変化させたときのシミュレーション結果を
示す図
【図１３】アナログ回路を用いて構成された補償フィルタ１２ｂの一例を示すブロック図
【図１４Ａ】本発明の第２の実施形態に係る送信回路２の構成の一例を示すブロック図
【図１４Ｂ】本発明の第２の実施形態に係る送信回路２ｂの構成の一例を示すブロック図
【図１５Ａ】歪み補償部１１９における歪み補償テーブルの作成方法について説明する図
【図１５Ｂ】歪み補償部１１９における歪み補償テーブルの作成方法について説明する図
【図１６Ａ】歪み補償部１１９における歪み補償テーブルの作成方法について説明する図
【図１６Ｂ】歪み補償部１１９における歪み補償テーブルの作成方法について説明する図
【図１７Ａ】歪み補償部１１９における歪み補償テーブルの作成方法について説明する図
【図１７Ｂ】歪み補償部１１９における歪み補償テーブルの作成方法について説明する図
【図１８】本発明の第３の実施形態に係る送信回路３の構成の一例を示すブロック図
【図１９】歪み補償部１７を備える送信回路３ｂの構成の一例を示すブロック図
【図２０】本発明の第４の実施形態に係る送信回路４の構成の一例を示すブロック図
【図２１】補償フィルタ１２ｃの詳細な構成の一例を示すブロック図
【図２２】送信信号の包絡線の大きさに基づいて、補償フィルタ１２の特性を最適化する
送信回路４ｂの構成の一例を示すブロック図
【図２３】歪み補償部１７を備える送信回路４ｃの構成の一例を示すブロック図
【図２４】振幅変調部１５の温度に応じて、補償フィルタ１２の特性を最適化する送信回
路１ｂの構成の一例を示すブロック図
【図２５】本発明の第５の実施形態に係る通信機器の構成の一例を示すブロック図
【図２６】従来の送信回路５００の構成を示すブロック図
【図２７】従来の送信回路６００の構成の一例を示すブロック図
【図２８】レギュレータ５０４及び振幅変調部５０５の帯域が不十分な場合のシミュレー
ション結果を示す図
【符号の説明】
【００７７】
　１～４　送信回路
　１１　信号生成部
　１２　補償フィルタ
　１３　電源端子
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　１４　レギュレータ
　１５　振幅変調部
　１６　出力端子
　１１１　極座標信号生成部
　１１２　角度変調部
　１１３，１１４　出力端子
　１１５　直交信号生成部
　１１６　ベクトル変調部
　１１７　包絡線検波部
　１１８　リミッタ
　１１９　歪み補償部
　１２２　デジタルフィルタ
　１２３，１２５　ＤＡコンバータ
　１２２２　遅延素子
　１２２３，１２２４　乗算器
　１２２５　加算器
　１２６　アナログフィルタ
　１４１　入力端子
　１４２　比較部
　１４３　電源端子
　１４４　トランジスタ
　１４５　出力端子
　１４６　信号変換部
　１４７　増幅部
　１４８　ローパスフィルタ
　１４９　可変電流源
　１５１　入力端子
　１５２，１５８，１６３　整合回路
　１５３，１５６，１５９，１６２　バイアス回路
　１５５，１６１　トランジスタ
　１７１，１７２　信号源
　１７３　包絡線検波部
　１７４　オシロスコープ
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【図１３】

【図１４Ａ】

【図１４Ｂ】

【図１５Ａ】

【図１５Ｂ】

【図１６Ａ】

【図１６Ｂ】

【図１７Ａ】



(19) JP 4802190 B2 2011.10.26
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